
 

 

 

 

Ⅵ その他 
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１ スマート農業技術活用促進資金 

１ 資金の目的 農業の生産性の向上のためのスマート農業技術の活用の促進に関する法律（以下

「スマート農業技術活用促進法」と言います。）に基づき、農業者の減少等の環境変化

に対応して農業の生産性の向上を図るため、①スマート農業技術の活用とその効果を

十分発揮させるための生産方式の変更をセットで相当規模行う取組、②スマート農業

技術やその効果を十分に発揮させるための新品種その他の農業資材の開発・供給の取

組を支援するための資金です。 

２ 資金の 

使い途 

 

 

スマート農業技術活用促進法に規定する「認定生産方式革新実施計画」又は「認定開

発供給実施計画」に従って行う生産方式革新事業活動又は開発供給事業（※）の実施

に必要な資金であって次に掲げるものが対象となります。 

⑴ 農地等の改良、造成等（農地の取得は対象外） 

⑵ 施設の改良、造成、取得等 

⑶ 無形固定資産の取得、販売促進費その他費用の支出 

※スマート農業技術等の開発の事業及び当該事業の効率的な実施を図るための合併

等の措置を除きます。 

３ 借入者の 

     資格 

【認定生産方式革新事業者】 

⑴ 農業者又は農業者が組織する団体 

⑵ スマート農業技術活用サービス事業者 

ア 農業者に代わって農作業を行う方 

イ 農業者へ農業機械等を賃貸する方（※） 

ウ 農業者に農業に関する高度な知識又は技術を有する人材を派遣する方（※） 

エ 農業に関するデータの収集、整理や分析を行い、農業者にその結果を提供又 

は指導、助言等を行う方（※） 

⑶ 食品等事業者（※） 

【認定開発供給事業者】 

⑴ スマート農業技術活用サービス事業者 

ア 農業者に代わって農作業を行う方 

イ 農業者へ農業機械等を賃貸する方（※） 

ウ 農業者に農業に関する高度な知識又は技術を有する人材を派遣する方（※） 

エ 農業に関するデータの収集、整理や分析を行い、農業者にその結果を提供又 

は指導、助言等を行う方（※） 

⑵ 農業資材の生産及び販売を行う者（※） 

※中小企業者に限ります。 

中小企業者の要件は以下の条件を満たす会社及び個人（個人の場合，従業員の条件のみ）です。 

なお，協同組合等は，以下の規模を上回る場合でも中小企業者に該当します。 

ただし，公庫法第２条第３号に列挙されていない者（以下，例示）は，規模に関わらず中小企業

者に該当しません。 
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（例） 農事組合法人，社団法人・財団法人（一般・公益を含みます。），有限責任事業組合（LLP） 

判断項目 

主たる業種 
資本金 従業員 

小売業・飲食店 5,000 万円以下 又は 50 人以下 

サービス業 5,000 万円以下 又は 100 人以下 

卸売業 １億円以下 又は 100 人以下 

その他の業種 ３億円以下 又は 300 人以下 
 

４ 貸付条件 

 

 

償還期限 

(据置期間を含みま

す。) 

据置期間 貸付限度額 

25年以内（注） ５年以内 貸付けを受ける者の負担する額の 80％ 

※ 最新の貸付利率は，公庫ホームページでご確認いただくか公庫等にご照会ください。 

（注）ご利用いただける方のうち食品等事業者の方については、10 年超 25 年以内 

５ 借入申込み

から貸付けに

至るまでのプ

ロセス 

委託貸付の場合を例にとれば次のような流れとなります。 

 

◎ 借入者の資格の【認定生産方式革新事業者】の場合 
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◎ 借入者の資格の【認定開発供給事業者】の場合 

 

  

借入申込みに 

  必要な書類 

(1) 借入申込書 

ア 借入申込書 

イ 事業費支払予定表 

様式Ｃ１－５ 

（注）事業費の支払予定（投資内容別の支払時

期及び金額）を確認できる書類を添付す

ることにより，提出を省略できます。 

ウ 

次のいずれか該当するものを提出してください。 

【認定生産方式革新実施計画】 

・生産方式革新実施計画認定申請書及び認定通知書 

【認定開発供給実施計画】 

・開発供給事業実施計画認定申請書及び認定通知書 

 

(2) 添付書類 

ア 最近３か年の決算書類（貸借対照表，同附属明細書，損益計算書）又は青色

申告書（簡易の貸借対照表を含みます。）等の写し 

イ 見積書，契約書，設計図，位置図 

ウ 事業実施に際し許認可を必要とする場合には，その許認可証の写し 

エ 法人の場合には，法人の登記簿謄本及び定款 

 

 


